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(57)【要約】
　Ａ）結合剤（ａ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子を含有する１層
以上の中間層及びＢ）結合剤（ｂ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子
を含有する１層以上の被覆層から成る多層リグノセルロース含有成形体（この際、結合剤
（ａ）は、（ａ１）ホルムアルデヒド樹脂及び（ａ２）少なくとも２個のイソシアネート
基を有する有機イソシアネートを含む群から選択され、この際、結合剤（ｂ）は、次の成
分を含有する水性成分（Ｉ）：（ｉ）次のモノマーから構成されているポリマーＡ：ａ）
少なくとも１種のエチレン系不飽和モノカルボン酸及び／又はジカルボン酸（モノマーＡ
１）７０～１００質量％及びｂ）モノマーＡ１と異なっている少なくとももう１種のエチ
レン系不飽和モノマー（モノマーＡ２）０～３０質量％、及び場合により（ｉｉ）ヒドロ
キシ、カルボン酸及びその誘導体、一級、二級及び三級アミン、エポキシ、アルデヒドの
群から選択される少なくとも２個の官能基を有する低分子架橋結剤、
及び場合により、次のモノマーから構成されている１種以上のポリマーＭを含有する水性
分散液としての成分（ＩＩ）：ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも
１個のヒドロキシアルキル基を含有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モ
ノマーＭ１）０～５０質量％、及びｂ）モノマーＭ１と異なっている少なくとももう１種
のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ２）５０～１００質量％、及び場合により、成
分（ＩＩＩ）としての通常の添加剤を含有し、かつ、この際、結合剤（ｂ）は、結合剤（
ａ）がホルムアルデヒド樹脂を含有する場合には、ホルムアルデヒド捕捉体を含有する）
。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　Ａ）結合剤（ａ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子を含有する１層
以上の中間層及び
　Ｂ）結合剤（ｂ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子を含有する１層
以上の被覆層
から成る多層リグノセルロース含有成形体であって、
この際、結合剤（ａ）は、（ａ１）ホルムアルデヒド樹脂及び（ａ２）少なくとも２個の
イソシアネート基を有する有機イソシアネートからなる群から選択され、
この際、結合剤（ｂ）は、
次の成分を含有する水性成分（Ｉ）：
（ｉ）次のモノマーを含有するポリマーＡ：
ａ）少なくとも１種のエチレン系不飽和モノカルボン酸及び／又はジカルボン酸（モノマ
ーＡ１）７０～１００質量％及び
ｂ）モノマーＡ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＡ２）０～３０質量％、
及び場合により
（ｉｉ）ヒドロキシ、カルボン酸及びその誘導体、一級、二級及び三級アミン、エポキシ
、アルデヒドの群から選択される少なくとも２個の官能基を有する低分子架橋結合剤、
及び場合により、
次のモノマーを含有する１種以上のポリマーＭを含有する水性分散液としての成分（ＩＩ
）：
ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも１個のヒドロキシアルキル基を
含有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ１）０～５０質量％、
及び
ｂ）モノマーＭ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＭ２）５０～１００質量％、
及び場合により、
成分（ＩＩＩ）としての通常の添加剤を含有し、
かつ、この際、結合剤（ｂ）は、結合剤（ａ）がホルムアルデヒド樹脂を含有する場合に
は、ホルムアルデヒド捕捉体を含有する、多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項２】
　結合剤（ｂ）は、低分子架橋結合剤（ｉｉ）を含有し、かつ成分（ＩＩ）を含有しない
、請求項１に記載の多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項３】
　結合剤（ｂ）は、低分子架橋結合剤（ｉｉ）を含有しないが、成分（ＩＩ）を含有する
、請求項１に記載の多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項４】
　結合剤（ｂ）は、低分子架橋結合剤（ｉｉ）も成分（ＩＩ）も含有する、請求項１に記
載の多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項５】
　１つの中間層Ａ）及び２つの被覆層Ｂ）を有する３層である、請求項１から４までのい
ずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項６】
　結合剤（ａ）は、ホルムアルデヒド樹脂（ａ１）だけである、請求項１から５までのい
ずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有成形体。
【請求項７】
　結合剤（ａ）は、少なくとも２個のイソシアネート基を有する有機イソシアネート（ａ
１）だけである、請求項１から６までのいずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有
成形体。
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【請求項８】
　結合剤（ａ）は、各々純粋な非希釈物質の（ａ１）及び（ａ２）の合計に対して、成分
（ａ１）を、７０～９９．９質量％の範囲で、及び成分（ａ２）を０．１～３０質量％の
範囲で含有する、請求項１から７までのいずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有
成形体。
【請求項９】
　ボードの形の請求項１から８までのいずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有成
形体。
【請求項１０】
　請求項１から９までのいずれか１項に記載の多層リグノセルロース含有成形体を製造す
る方法であって、リグノセルロース粒子を１層以上の中間層Ａ）のために結合剤（ａ）と
接触させ、リグノセルロース粒子を１層以上の被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）と接触さ
せ、所望の配列により相互に積層させ、かつ高められた温度で圧縮させる前記方法。
【請求項１１】
　全ての種類の製品の製造のための及び建築範囲における、請求項１から９までのいずれ
か１項に記載の多層リグノセルロース含有成形体の使用。
【請求項１２】
　家具及び家具部材の、包装材料の製造のための、住宅建築における又は内装における又
は自動車両における、請求項１から９までのいずれか１項に記載の多層リグノセルロース
含有成形体の使用。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項で定義される多層リグノセルロース含有成形体に関する。
【０００２】
　更に、本発明は、多層リグノセルロース含有成形体の製法及び全ての種類の、かつ建築
範囲における製品を製造するための、及び家具及び家具部材の、包装材料の、住宅建築に
おける又は内装における又は自動車両における製造のための多層リグノセルロース含有成
形体の使用に関する。
【０００３】
　リグノセルロースをベースとする材料は公知である。リグノセルロース含有物質の重要
な例は、木質部材、例えば、木材層、木材細片、木材チップ又は木材繊維であり、この際
、木材繊維は、場合により、木材繊維含有の植物、例えば、亜麻、大麻、ヒマワリ、キク
イモ又はアブラナから由来することもできる。そのような木質部材又は木材粒子の出発物
質は、通例、間伐材、工業的残余木材及び使用済み木材及び木材繊維含有の植物である。
【０００４】
　所望のリグノセルロース含有物質、例えば、木材粒子の製造は、公知方法により行われ
る（例えば、M. Dunky, P. Niemt, Holzwerkstoffe und Leime, S. 91-156, Springer Ve
rlag Heidelberg, 2002参照）。
【０００５】
　リグノセルロース含有の成形体（木材の場合には、リグノセルロースとして、この際、
木質材料も挙げられる）は、無垢材に対するコスト的に有利で資源にも配慮された選択で
あり、殊に家具工作において、かつ建築材料として大いに重要になってきた。木質材料の
出発物質として、通例、様々な木材から、異なった強度の木質層、木材細片、木材チップ
又は木材繊維が用いられる。そのような木質部材又は木材粒子は、通例、高められた温度
で、天然及び／又は合成の結合剤と共に及び場合により他の添加剤の添加下にボード状又
はストランド状の木質材料に圧縮される。そのようなリグノセルロース含有成形材料又は
木質材料の例は、中密度繊維ボード（ＭＤＦ）、木材チップ材料（例えば、パーティクル
ボード及び延伸ストランドボード（ＯＳＢ、oriented strand board））、合板（例えば
、ベニア合板）及び接着木材である。
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【０００６】
　結合剤として、通例、ホルムアルデヒド含有の結合剤、例えば、尿素ホルムアルデヒド
樹脂又はメラミン含有の尿素ホルムアルデヒド樹脂が使用される。これらの樹脂はホルム
アルデヒドと尿素及び／又はメラミンとの重縮合によって製造される。この種類のホルム
アルデヒド樹脂の使用は、製造された木質材料中に遊離のホルムアルデヒドが存在するこ
とを引き起こし得る。重縮合体の加水分解によって、付加的なホルムアルデヒドが遊離さ
れ得る。木質材料中に含まれる遊離ホルムアルデヒド及び木質材料の寿命中に加水分解に
よって遊離されるホルムアルデヒドは、その環境に放出され得る。
【０００７】
　ホルムアルデヒドは、一定の限界値以上で、ヒトにおいて、アレルギー、皮膚刺激、気
道刺激又は目刺激を引き起こし得る。従って、建築部材、特に室内範囲でのホルムアルデ
ヒド放出の低減は重要な挑戦である。
【０００８】
　木質材料からホルムアルデヒド放出を低減又は阻止するために、公知技術水準から次の
手段が公知である：
　少量のホルムアルデヒドを用いて製造されたアミノプラスト接着剤の使用、いわゆるホ
ルムアルデヒド捕捉体、例えば、アミン基含有化合物を用いる製造された木質材料の後処
理及び木質材料上への被覆層の塗布（この際、被覆層は、ホルムアルデヒド捕捉体として
、大量のメラミン及び／又は尿素を添加した接着剤で保持される）。
【０００９】
　しかし、そのような手段は未だ完全には満足されていない。少量のホルムアルデヒドを
用いるアミノプラスト接着剤の製造又はアミノプラスト接着剤へのホルムアルデヒド捕捉
体の添加は、接着剤が徐々に硬化することを引き起こし、このことは、熱圧縮における滞
在時間を延長させ、従って木質材料製造の経済性を悪化させる。
【００１０】
　ＤＥ‐Ａ２３０６７７１（Deutsche Novopan GmbH）は、例えば、結合剤を混合された
、少なくとも３層を得るために噴霧され、引き続き、熱圧縮された木材チップからのパー
ティクルボードの製法を記載し、この際、被覆層のために一定のフェノール樹脂が結合剤
として使用され、かつ中間層で、例えば、イソシアネートが結合剤として使用される。
【００１１】
　ＤＥ‐Ａ２３０６７７１は、本発明の（ｂ）型の結合剤を明らかにしていない。
【００１２】
　ＤＥ２８３２５０９Ｂ１（Deutsche Novopan GmbH）は、尿素ホルムアルデヒド樹脂、
イソシアネートを用いて、かつ尿素の添加で製造された中間層及び尿素ホルムアルデヒド
樹脂及び添加尿素で製造された被覆層を有するパーティクルボードを記載する。
【００１３】
　ＤＥ２８３２５０９Ｂ１は、本発明の（ｂ）型の結合剤を明らかにしていない。
【００１４】
　ＥＰ００１２１６９Ａ１（Fraunhofer-Gesellschaft）は、その被覆層が、尿素ホルム
アルデヒド樹脂で接着され、かつその中間層が、ジイソシアネートを用いて、尿素を添加
した又は添加しないで製造された３層のパーティクルボードを記載する。
【００１５】
　ＥＰ００１２１６９Ａ１は、本発明の（ｂ）型の結合剤を明らかにしていない。
【００１６】
　公知技術水準で記載された多層成形体は、機械的負荷可能性（例えば、試験標準EN 311
による層の引剥強度）及びホルムアルデヒド放出の低減の点で改善の余地を残す。
【００１７】
　従って、本発明の課題は、公知技術水準で示された欠点を克服することであった。殊に
、そのホルムアルデヒド放出が低減され、又は実際に存在すべきでない多層リグノセルロ
ース含有成形体が示されるべきであり、かつこの際、多層リグノセルロース含有成形体は
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、良好な機械的特性を有するべきである。
【００１８】
　この課題は、
Ａ）結合剤（ａ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子を含有する１層以
上の中間層及び
Ｂ）結合剤（ｂ）の使用によって得られる、リグノセルロース含有粒子を含有する１層以
上の被覆層
から成る多層リグノセルロース含有成形体によって解明され、
この際、結合剤（ａ）は、（ａ１）ホルムアルデヒド樹脂及び（ａ２）少なくとも２個の
イソシアネート基を有する有機イソシアネートを含む群から選択され、
この際、結合剤（ｂ）は、
次の成分を含有する水性成分（Ｉ）：
（ｉ）次のモノマーから構成されているポリマーＡ：
ａ）少なくとも１種のエチレン系不飽和モノカルボン酸及び／又はジカルボン酸（モノマ
ーＡ１）８０～１００質量％及び
ｂ）モノマーＡ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＡ２）０～２０質量％、
及び場合により
（ｉｉ）ヒドロキシ、カルボン酸及びその誘導体、一級、二級及び三級アミン、エポキシ
、アルデヒドの群から選択される少なくとも２個の官能基を有する低分子架橋結合剤、
及び場合により、
次のモノマーから構成されている１種以上のポリマーＭを含有する水性分散液としての成
分（ＩＩ）：
ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも１個のヒドロキシアルキル基を
含有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ１）０～５０質量％、
及び
ｂ）モノマーＭ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＭ２）５０～１００質量％、
及び場合により、
成分（ＩＩＩ）としての通常の添加剤を含有し、
かつ、この際、結合剤（ｂ）は、結合剤（ａ）がホルムアルデヒド樹脂を含有する場合に
は、ホルムアルデヒド捕捉体を含有する。
【００１９】
　リグノセルロースの概念は当業者に公知である。リグノセルロース含有粒子の重要な例
は、木質部材、例えば、木質層、木材細片、木材チップ又は木材繊維であり、この際、木
材繊維は、場合により、木材繊維含有の植物、例えば、亜麻、大麻、ヒマワリ、キクイモ
又はアブラナから由来することもできる。
【００２０】
　リグノセルロース含有粒子として、木材粒子、殊に木材繊維又は木材チップが有利であ
る。
【００２１】
　結合剤（ａ）は、ホルムアルデヒド樹脂、有利にアミノプラスト樹脂（ａ１）及び／又
は少なくとも２個のイソシアネート基を有する有機イソシアネート（ａ２）を含有する。
【００２２】
　結合剤（ａ）がアミノプラスト樹脂を含有する場合には、結合剤（ａ）は、通例、アミ
ノプラストについて当業者に公知の一般に使用される、通常、硬化剤として表示される物
質、例えば、硫酸アンモニウム又は硝酸アンモニウム又は無機又は有機酸、例えば、硫酸
、蟻酸、又は酸再生物質、例えば、塩化アルミニウム、硫酸アルミニウムを、各々通常の
少量で、例えば、結合剤（ａ）中のアミノプラスト樹脂の全量に対して、０．１質量％～
６質量％の範囲で含有する。
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【００２３】
　この際、ホルムアルデヒド樹脂としては、少なくとも１個の、場合により部分的に有機
基で置換されたカルバミド基（カルバミド基はカルボキシアミド基とも称される）を有す
る化合物及びアルデヒド、有利にホルムアルデヒドからの重縮合生成物が解される；これ
らの樹脂はアミノプラスト樹脂とも称される。この際、ホルムアルデヒド樹脂としては、
更に、フェノールホルムアルデヒド樹脂が解される。
【００２４】
　好適なホルムアルデヒド樹脂としては、特に、木質材料の製造のために当業者に公知の
全てのホルムアルデヒド樹脂を使用することができる。この種類の樹脂及びその製造は、
例えば、Ullmanns Enzyklopaedie der technischen Chemie, 4., neubearbeitete und er
weiterte Auflage, Verlag Chemie, 1973, 403-424頁 "Aminoplaste" 及びUllmann's Enc
yclopedia of Industrial Chemistry, Vol. A2, VCH Verlagsgesellschaft, 1985, 115-1
41頁 "Amino Resins" 及びM. Dunky, P. Niemz, Holzwerkstoffe und Leime, Springer 2
002, 251-259頁 (UF-Harze) 及び303-313頁 (MUF und UF mit geringer Menge Melamin) 
に記載されている。
【００２５】
　有利なホルムアルデヒド樹脂は、少なくとも１個の、同様に部分的に有機基で置換され
たカルバミド基を有する化合物及びホルムアルデヒドからの重縮合生成物である。
【００２６】
　特に有利なホルムアルデヒド樹脂は、尿素ホルムアルデヒド樹脂（ＵＦ樹脂）、メラミ
ンホルムアルデヒド樹脂（ＭＦ樹脂）又はメラミン含有の尿素ホルムアルデヒド樹脂（Ｍ
ＵＦ樹脂）及びフェノールホルムアルデヒド樹脂（ＰＦ樹脂）及びメラミン尿素フェノー
ルホルムアルデヒド樹脂（ＭＵＰＦ樹脂）である。
【００２７】
　極めて特に有利なホルムアルデヒド樹脂は、尿素ホルムアルデヒド樹脂（ＵＦ樹脂）及
びメラミンホルムアルデヒド樹脂（ＭＦ樹脂）、例えば、Firma BASF SE のKaurit（登録
商標）又はKauramin（登録商標）Leim-Typenである。
【００２８】
　前記の慣例的な、非常に高いホルムアルデヒド：アミノ基のモル比を有するホルムアル
デヒド樹脂のほかに、より少ないホルムアルデヒド：アミノ基のモル比を有するホルムア
ルデヒド樹脂を使用することもできる。
【００２９】
　この種類の好適なホルムアルデヒド樹脂、殊にアミノプラスト樹脂は、少なくとも１個
の同様に部分的に有機基で置換されたアミノ基を有する化合物及びアルデヒドからの重縮
合生成物であり、この際、アルデヒド：場合により部分的に有機基で置換されたアミノ基
のモル比は、０．３～１．０、有利に０．３～０．６０、殊に有利に０．３～０．４５、
極めて特に有利に０．３０～０．４０の範囲にある。
【００３０】
　この種類の他の好適なホルムアルデヒド樹脂、殊にアミノプラスト樹脂は、少なくとも
１個のアミノ基‐ＮＨ２を有する化合物及びホルムアルデヒドからの重縮合生成物であり
、この際、ホルムアルデヒド：‐ＮＨ２基のモル比は、０．３～１．０、有利に０．３～
０．６０、特に有利に０．３～０．４５、極めて特に有利に０．３０～０．４０の範囲に
ある。
【００３１】
　この種類の他の好適なホルムアルデヒド樹脂、殊にアミノプラスト樹脂は、尿素ホルム
アルデヒド樹脂（ＵＦ樹脂）及びメラミンホルムアルデヒド樹脂（ＭＦ樹脂）又はメラミ
ン含有の尿素ホルムアルデヒド樹脂（ＭＵＦ樹脂）であり、この際、ホルムアルデヒド：
‐ＮＨ２基のモル比は、０．３～１．０、有利に０．３～０．６０、特に有利に０．３～
０．４５、極めて特に有利に０．３０～０．４０の範囲にある。
【００３２】
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　この種類の他の好適なホルムアルデヒド樹脂、殊にアミノプラスト樹脂は、尿素ホルム
アルデヒド樹脂（ＵＦ樹脂）であり、この際、ホルムアルデヒド：‐ＮＨ２基のモル比は
、０．３～１．０、有利に０．３～０．６０、特に有利に０．３～０．４５、極めて特に
有利に０．３０～０．４０の範囲にある。
【００３３】
　前記の慣用のかつホルムアルデヒドの少ないホルムアルデヒド樹脂、殊にアミノプラス
ト樹脂は、通例、液状で、大抵は液状の懸濁化剤中に懸濁して、有利に水性懸濁液で使用
され、しかし固体としても使用され得る。
【００３４】
　ホルムアルデヒド樹脂懸濁液、有利に水性懸濁液の固体含量は、通例２５～９０質量％
、有利に５０～７０質量％である。
【００３５】
　水性懸濁液中のホルムアルデヒド樹脂の代表としてのアミノプラスト樹脂の固体含量は
、例えば、Guenter Zeppenfeld, Dirk Grunwald, Klebstoffe in der Holz-und Moebelin
dustrie, 2. Auflage, DRW-Verlag, 268頁 により規定され得る。アミノプラスト接着剤
の固体含量を測定するために、アミノプラスト接着剤１ｇを秤量皿中に正確に秤量して入
れ、皿底に微細に分配しかつ乾燥箱中１２０℃で２時間乾燥させる。デシケーター中で室
温への調温後に、残渣を秤量し、秤量分の％率として計算する。
【００３６】
　アミノプラスト樹脂は、公知方法（前記のUllmann-Literatur"Aminoplaste"及び"Amino
 Resins"、及び前記の文献Dunky et al.参照）により、カルバミド基含有化合物、有利に
尿素及び／又はメラミンと、アルデヒド、有利にホルムアルデヒドとを、カルバミド基：
アルデヒドの所望のモル比で、有利に溶剤として水中で反応させることにより製造される
。
【００３７】
　アルデヒド、有利にホルムアルデヒド：場合により部分的に有機基で置換されたアミノ
基の所望のモル比の調整は、‐ＮＨ２基を有するモノマーを、ホルムアルデヒドをより多
く含む既製の、有利に商業的なアミノプラスト樹脂へ添加することによって行われ得る。
ＮＨ２基を有するモノマーは、有利に尿素、メラミン、特に有利に尿素である。
【００３８】
　結合剤（ａ）のもう１つの成分は、少なくとも２個のイソシアネート基を有する有機イ
ソシアネート（ａ２）である。
【００３９】
　好適な有機イソシアネートとして、木質材料又はポリウレタンの製造のために当業者に
公知の全ての有機イソシアネートを使用することができる。この種類の有機イソシアネー
ト及びその製造及び使用は、例えば、Becker/Braun, Kunststoff Handbuch, 3. neubearb
eitete Auflage, Band 7 "Polyurethane", Hanser 1993, 17-21頁, 76-88頁及び665-671
頁に記載されている。
【００４０】
　有利な有機イソシアネートは、２～１０、有利に２～８個のモノマー単位及び１モノマ
ー単位当たり平均して少なくとも１個のイソシアネート基を有するオリゴマーのイソシア
ネートである。
【００４１】
　特に有利な有機イソシアネートは、ホルムアルデヒドとアニリンとの縮合及び縮合の際
に生じる異性体及びオリゴマーのホスゲン化（Phosgenierung）によって得られる、オリ
ゴマーの有機イソシアネートPMDI（"ポリマーのメチレンジフェニレンジイソシアネート"
）である（例えば、Becker/Braun, Kunststoff Handbuch, 3. neubearbeitete Auflage, 
Band 7 "Polyurethane", Hanser 1993, 18頁の終章～19頁、第二章及び76頁、第五章参照
）。
【００４２】
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　本発明の意における極めて好適なPMDI製品は、BASF SEのLUPRANAT（登録商標）型系の
製品、殊にBASF SEのLUPRANAT（登録商標）M 20 FBである。
【００４３】
　前記の有機イソシアネートの混合物を使用することもでき、この際、その混合比は、最
新の知識により絶対的ではない。
【００４４】
　結合剤（ａ）は、成分（ａ１）及び（ａ２）を全ての任意の混合比で又は単独でも含有
することができる。
【００４５】
　有利な１実施態様で、結合剤（ａ）は、成分（ａ１）、有利にアミノプラスト樹脂、特
に有利にＵＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂及び／又はＭＦ樹脂だけを含有する。
【００４６】
　もう１つの有利な実施態様で、結合剤（ａ）は、成分（ａ２）、有利にPMDIだけを含有
する。
【００４７】
　もう１つの有利な実施態様で、結合剤（ａ）は、各々純粋な非希釈物質の（ａ１）及び
（ａ２）の合計に対して、成分（ａ１）、有利にアミノプラスト、特に有利にＵＦ樹脂及
び／又はＭＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂を、７０～９９．９質量％の範囲で、及び成分（
ａ２）、有利にPMDIを０．１～３０質量％の範囲で含有する。
【００４８】
　極めて特に有利な１実施態様で、結合剤（ａ）は、各々純粋な非希釈物質の（ａ１）及
び（ａ２）の合計に対して、ＵＦ樹脂を、７０～９９．９質量％の範囲で、及びPMDIを０
．１～３０質量％の範囲で含有する。
【００４９】
　結合剤（ａ１）及び（ａ２）は、前以て混合して使用することができるが、通例では先
ず、結合剤（ａ１）及び（ａ２）を混合させずに、通常では別々の段階で、リグノセルロ
ース含有粒子と接触させることも可能である。
【００５０】
　純粋な非希釈物質としての結合剤（ａ１）、有利にＵＦ樹脂の全量は、リグノセルロー
ス含有粒子、有利に木材粒子の乾燥質量に対して、３～５０質量％、有利に５～１５質量
％、特に有利に６～１２質量％の範囲にある。
【００５１】
　純粋な非希釈物質としての結合剤（ａ２）、有利にPMDIの全量は、リグノセルロース含
有粒子、有利に木材粒子の乾燥質量に対して、０．５～３０質量％、有利に１～１０質量
％、特に有利に２～６質量％の範囲にある。
【００５２】
　結合剤（ａ）が（ａ１）及び（ａ２）から組成している場合には、純粋な非希釈物質と
しての結合剤（ａ）の全量は、リグノセルロース含有粒子、有利に木材粒子の乾燥質量に
対して、０．５～３０質量％、有利に１～１５質量％、特に有利に２～１２質量％の範囲
にある。
【００５３】
　結合剤（ｂ）は、
次の成分を含有する水性成分（Ｉ）：
（ｉ）次のモノマーから構成されているポリマーＡ：
ａ）少なくとも１種のエチレン系不飽和モノカルボン酸及び／又はジカルボン酸（モノマ
ーＡ１）７０～１００質量％及び
ｂ）モノマーＡ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＡ２）０～３０質量％、
及び場合により
（ｉｉ）ヒドロキシ、カルボン酸及びその誘導体、一級、二級及び三級アミン、エポキシ
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、アルデヒドの群から選択される少なくとも２個の官能基を有する低分子架橋結合剤、
及び場合により、
次のモノマーから構成されている１種以上のポリマーＭを含有する水性分散液としての成
分（ＩＩ）：
ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも１個のヒドロキシアルキル基を
含有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ１）０～５０質量％、
及び
ｂ）モノマーＭ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＭ２）５０～１００質量％、
及び場合により、
成分（ＩＩＩ）としての通常の添加剤を含有する。
【００５４】
　ポリマーＡは、次のモノマーから構成されている：
ａ）少なくとも１種のエチレン系不飽和モノカルボン酸及び／又はジカルボン酸（モノマ
ーＡ１）７０～１００質量％及び
ｂ）モノマーＡ１と異なっている、少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モ
ノマーＡ２）０～３０質量％。
【００５５】
　ポリマーＡの製造は、当業者に周知であり、殊に、例えば、水中又は有機溶剤中のラジ
カル重合開始の溶液重合によって行なわれる（例えば、A. Echte, Handbuch der Technis
chen Polymerchemie, Kapitel 6, VCH, Weinheim, 1993 又はB. Vollmert, Grundriss de
r Makromolekularen Chemie, Band 1, E. Vollmert Verlag, Karlsruhe, 1988 参照）。
【００５６】
　モノマーＡ１として、殊に３～６個のＣ原子を有するα，β‐モノエチレン系不飽和モ
ノカルボン酸及びジカルボン酸、その可能な無水物及びその水溶性塩、殊にそのアルカリ
金属塩、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、シト
ラコン酸、テトラヒドロフタル酸、又はその無水物、例えば、無水マレイン酸、及び前記
酸のナトリウム塩又はカリウム塩がこれに該当する。アクリル酸、メタクリル酸及び／又
は無水マレイン酸が特に有利であり、この際、アクリル酸及びアクリル酸及び無水マレイ
ン酸又はアクリル酸及びマレイン酸からの２成分組合せが有利である。
【００５７】
　モノマーＡ２として、簡単な方法で、モノマーＡ１とラジカル共重合可能なエチレン系
不飽和化合物、例えば、エチレン；ビニル芳香族モノマー、例えば、スチロール、α‐メ
チルスチロール、ｏ‐クロルスチロール又はビニルトルオール；ビニルハロゲニド、例え
ば、ビニルクロリド又はビニルデンクロリド；ビニルアルコール及び１～１８個のＣ原子
を有するモノカルボン酸からのエステル、例えば、ビニルアセテート、ビニルプロピオネ
ート、ビニル‐ｎ‐ブチレート、ビニルラウレート及びビニルステアレート；有利に３～
６個のＣ原子を有するα，β‐モノエチレン系不飽和モノカルボン酸及びジカルボン酸、
例えば、殊にアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸及びイタコン酸と、一般
に１～１２、有利に１～８及び殊に１～４個のＣ原子を有するアルカノール、例えば、特
にアクリル酸メチルエステル、アクリル酸エチルエステル、アクリル酸‐ｎ‐ブチルエス
テル、アクリル酸‐イソ‐ブチルエステル、アクリル酸ペンチルエステル、アクリル酸ヘ
キシルエステル、アクリル酸ヘプチルエステル、アクリル酸オクチルエステル、アクリル
酸ノニルエステル、アクリル酸デシルエステル及びアクリル酸‐２‐エチルヘキシルエス
テル、及びメタクリル酸メチルエステル、メタクリル酸エチルエステル、メタクリル酸‐
ｎ‐ブチルエステル、メタクリル酸‐イソ‐ブチルエステル、メタクリル酸ペンチルエス
テル、メタクリル酸ヘキシルエステル、メタクリル酸ヘプチルエステル、メタクリル酸オ
クチルエステル、メタクリル酸ノニルエステル、メタクリル酸デシルエステル及びメタク
リル酸‐２‐エチルヘキシルエステル、フマル酸ジメチルエステル又はフマル酸‐ジ‐ｎ
‐ブチルエステル及びマレイン酸ジメチルエステル又はマレイン酸‐ジ‐ｎ‐ブチルエス
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テル；ニトリル、α，β‐モノエチレン系不飽和カルボン酸、例えば、アクリルニトリル
、メタクリルニトリル、フマル酸ジニトリル、マレイン酸ジニトリル及びＣ４～８共役ジ
エン、例えば、１，３‐ブタジエン（ブタジエン）及びイソプレンがこれに該当する。前
記のモノマーは、通例、主モノマーを形成し、これは、モノマーＡ２の全量に対して、≧
５０質量％、有利に≧８０質量％及び殊に有利に≧９０質量％の割合であり又はむしろモ
ノマーＡ２の全質量を成す。全般に、これらのモノマーは、水中標準条件（２０℃、１at
m（絶対））で中庸～僅少な溶解性を有するだけである。
【００５８】
　前記の条件下でも高められた水溶性を有する他のモノマーＡ２は、少なくとも１個のス
ルホン酸残基及び／又はその相応する陰イオン又は少なくとも１個のアミノ基、アミド基
、ウレイド基又はＮ‐複素環基及び／又はその窒素にプロトン化又はアルキル化されたア
ンモニウム誘導体を含有するそれである。例証として、アクリルアミド及びメタクリルア
ミド；更にビニルスルホン酸、２‐アクリルアミド‐２‐メチルプロパンスルホン酸、ス
チロールスルホン酸及びその水溶性の塩及びＮ‐ビニルピロリドン；２‐ビニルピリジン
、４‐ビニルピリジン；２‐ビニルイミダゾール；２‐（Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ）エチ
ルアクリレート、２‐（Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ）エチルメタクリレート、２‐（Ｎ，Ｎ
‐ジエチルアミノ）エチルアクリレート、２‐）Ｎ，Ｎ‐ジエチルアミノ）エチルメタク
リレート、２‐（Ｎ‐ｔ‐ブチルアミノ）エチルメタクリレート、Ｎ‐（３‐Ｎ’，Ｎ’
‐ジメチルアミノプロピル）メタクリルアミド及び２‐（１‐イミダゾリン‐２‐オニル
）エチルメタクリレートが挙げられる。
【００５９】
　前記の水溶性モノマーＡ２は、変性モノマーとして、モノマーＡ２の全量に対して、通
例≦１０質量％、有利に≦５質量％及び殊に有利に≦３質量％の量で含有されているだけ
である。
【００６０】
　通常、ポリマーマトリックスの被膜の内部強度を高める他のモノマーＡ２は、通例少な
くとも１個のエポキシ基、ヒドロキシ基、Ｎ‐メチロール基又はカルボニル基、又は少な
くとも２個の非共役エチレン系不飽和二重結合を有する。この例は、２個のビニル基を有
するモノマー、２個のビニリデン基を有するモノマー及び２個のアルケニル基を有するモ
ノマーである。この際、２価のアルコールとα，β‐モノエチレン系不飽和モノカルボン
酸とのジ‐エステルが特に有利であり、その内でアクリル酸及びメタクリル酸が有利であ
る。この種類の２個の非共役エチレン系不飽和二重結合を有するモノマーの例は、アルキ
レングリコールジアクリレート及びアルキレングリコールジメタクリレート、例えば、エ
チレングリコールジアクリレート、１，２‐プロピレングリコールジアクリレート、１，
３‐プロピレングリコールジアクリレート、１，３‐ブチレングリコールジアクリレート
、１，４‐ブチレングリコールジアクリレート及びエチレングリコールジメタクリレート
、１，２‐プロピレングリコールジメタクリレート、１，３‐プロピレングリコールジメ
タクリレート、１，３‐ブチレングリコールジメタクリレート、１，４‐ブチレングリコ
ールジメタクリレート及びジビニルベンゾール、ビニルメタクリレート、ビニルアクリレ
ート、アリルメタクリレート、アリルアクリレート、ジアリルマレエート、ジアリルフマ
レート、メチレンビスアクリルアミド、シクロペンタジエニルアクリレート、トリアリル
シアヌレート又はトリアリルイソシアヌレートである。この関連で、メタクリル酸Ｃ１～
Ｃ８ヒドロキシアルキルエステル及びアクリル酸Ｃ１～Ｃ８ヒドロキシアルキルエステル
、例えば、ｎ‐ヒドロキシエチルアクリレート、ｎ‐ヒドロキシプロピルアクリレート又
はｎ‐ヒドロキシブチルアクリレート及びｎ‐ヒドロキシエチルメタクリレート、ｎ‐ヒ
ドロキシプロピルメタクリレート又はｎ‐ヒドロキシブチルメタクリレート及び化合物、
例えば、ジアセトンアクリルアミド及びアセチルアセトキシエチルアクリレート又はアセ
チルアセトキシエチルメタクリレートが同様に特に重要である。
【００６１】
　前記の架橋結合モノマーＡ２は、各々モノマーＡ２の全量に対して、しばしば≦１０～
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質量％の量で、しかし有利に≦５質量％の量で使用される。しかし、ポリマーＡの製造の
ために、この種類の架橋結合モノマーＡ２を使用しないことが殊に有利である。
【００６２】
　本発明により有利に、ポリマーＡにおけるモノマーＡ２の加入重合の割合は、≦１０質
量％又は≦５質量％である。
【００６３】
　ポリマーＡは、加入重合のモノマーＡ２を含有しないことが有利である。
【００６４】
　有利なポリマーＡは、モノマーＡ１、特に有利にアクリル酸６５～１００質量％、極め
て特に有利に７０～９０質量％だけと、特に有利にマレイン酸又は無水マレイン酸０～３
５質量％、極めて特に有利に１０～３０質量％と一緒のラジカル重合開始溶液重合によっ
て得られる。
【００６５】
　ポリマーＡは、質量平均分子量Ｍｗを、１０００ｇ／モル～５０００００ｇ／モル、有
利に１００００ｇ／モル～３０００００ｇ／モル、特に有利に３００００ｇ／モル～１２
００００ｇ／モルの範囲で有することが有利である。
【００６６】
　ポリマーＡの製造における質量平均分子量Ｍｗの調整は、当業者に周知であり、ラジカ
ル連鎖転移化合物、いわゆるラジカル連鎖調整剤が存在して、ラジカル重合開始水溶液重
合によって有利に行われる。質量平均分子量Ｍｗの測定も、当業者に周知であり、例えば
、ゲル透過クロマトグラフィーによって行なわれる。
【００６７】
　ポリマーＡの好適な市販製品は、例えば、BASF SE のSokalan（登録商標）製品であり
、これは、例えば、アクリル酸及び／又はマレイン酸に基づいている。
【００６８】
　成分（Ｉ）は、場合により、ヒドロキシ、カルボン酸及びその誘導体、一級、二級及び
三級アミン、エポキシ、アルデヒドの群から選択される、少なくとも２個の官能基を有す
る低分子架橋結合剤（ｉｉ）を含有する。
【００６９】
　この種類の好適な架橋結合剤は、３０～５００ｇ／モルの範囲の分子量を有するそれで
ある。例として次のものが挙げられる：アルカノールアミン、例えば、トリエタノールア
ミン；カルボン酸、例えば、クエン酸、酒石酸、ブタンテラカルボン酸；アルコール、例
えば、グルコース、グリセリン、グリコール；エポキシド、例えば、ビスフェノールＡ又
はビスフェノールＦ。
【００７０】
　ポリマーＭは、次のモノマーから構成されている：
ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも１個のヒドロキシアルキル基を
有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ１）０～５０質量％、及
び
ｂ）モノマーＭ１と異なっている少なくとももう１種のエチレン系不飽和モノマー（モノ
マーＭ２）５０～１００質量％。
【００７１】
　ポリマーＭは、相応するモノマーＭ１及び／又はＭ２の水性媒体中でのラジカル重合開
始乳化重合によって得られる。ポリマーＭは、単相又は多相で存在することができ、コア
／シェル構造を有することができる。
【００７２】
　水性媒体中でのエチレン系不飽和モノマーのラジカル重合開始乳化重合の実施は、以前
から多様に記載されているので、当業者には十分公知である（例えば、次が参照される：
Emulsionspolymerisation in Encyclopedia of Polymer Science and Engineerig, Vol. 
8, 659頁以降(1987); D. C. Blackley, in High Polymer Latices, Vol. 1, 35頁以降(19
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66); H. Warson, The Applications of Synthetic Resin Emulsions, Kapitel 5, 246頁
以降(1972); D. Diederich, Chemie in unserer Zeit 24, 135-142頁(1990); Emulsion P
olymerisation, Interscience Publishers, New York(1965);ＤＥ‐Ａ４００３４２２及
びDispersionen synthetischer Hochpolymerer, F. Hoelscher, Springer-Verlag, Berli
n(1969)）。
【００７３】
　ラジカル重合開始水性乳化重合反応は、通例、エチレン系不飽和モノマーを、分散助剤
の併用下に水性媒体中で、モノマー小滴の形で分散させ、ラジカル重合開始剤により重合
させるようにして実施する。
【００７４】
　モノマーＭ１として、殊に、グリシジルアクリレート及び／又はグリシジルメタクリレ
ート及びＣ２～Ｃ１０ヒドロキシアルキル基、殊にＣ２～Ｃ４ヒドロキシアルキル基及び
有利にＣ２～Ｃ３ヒドロキシアルキル基を有するヒドロキシアルキルアクリレート及びヒ
ドロキシアルキルメタクリレート、例えば、２‐ヒドロキシエチルアクリレート、２‐ヒ
ドロキシエチルメタクリレート、３‐ヒドロキシプロピルアクリレート、３‐ヒドロキシ
プロピルメタクリレート、４‐ヒドロキシブチルアクリレート及び／又は４‐ヒドロキシ
ブチルメタクリレートがこれに該当する。１種以上、有利に１又は２種の次のモノマーＭ
１を使用することが特に有利である：２‐ヒドロキシエチルアクリレート、２‐ヒドロキ
シエチルメタクリレート、グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート。
【００７５】
　本発明により、場合により、モノマーＭ１の部分量又は全量を重合容器中に前以て入れ
ておくことが可能である。しかし、モノマーＭ１の全量又は場合により残留する残量を、
重合反応の間に供給することも可能である。この際、モノマーＭ１の全量又は場合により
残留する残量を、重合容器に、不連続的に１回以上に分けて、又は連続的に一定の又は変
化する流量で供給することができる。モノマーＭ１の供給は、重合反応の間に連続的に一
定の流量で、殊に水性モノマーエマルジョンの成分として行なうことが殊に有利である。
【００７６】
　モノマーＭ２として、殊に簡単な方法で、モノマーＭ１とラジカル共重合可能なエチレ
ン系不飽和化合物、例えば、エチレン；ビニル芳香族モノマー、例えば、スチロール、α
‐メチルスチロール、ｏ‐クロルスチロール又はビニルトルオール；ビニルハロゲニド、
例えば、ビニルクロリド又はビニリデンクロリド；ビニルアルコール及び１～１８個のＣ
原子を有するモノカルボン酸からのエステル、例えば、ビニルアセテート、ビニルプロピ
オネート、ビニル‐ｎ‐ブチレート、ビニルラウレート及びビニルステアレート；有利に
３～６個のＣ原子を有するα，β‐モノエチレン系不飽和モノカルボン酸及びジカルボン
酸、例えば、殊にアクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、フマル酸及びイタコン酸と、
一般に１～１２、有利に１～８及び殊に１～４個のＣ原子を有するアルカノールからのエ
ステル、例えば、特にアクリル酸メチルエステル、アクリル酸エチルエステル、アクリル
酸‐ｎ‐ブチルエステル、アクリル酸‐イソ‐ブチルエステル、アクリル酸ペンチルエス
テル、アクリル酸ヘキシルエステル、アクリル酸ヘプチルエステル、アクリル酸オクチル
エステル、アクリル酸ノニルエステル、アクリル酸デシルエステル及びアクリル酸‐２‐
エチルヘキシルエステル、及びメタクリル酸メチルエステル、メタクリル酸エチルエステ
ル、メタクリル酸‐ｎ‐ブチルエステル、メタクリル酸‐イソ‐ブチルエステル、メタク
リル酸ペンチルエステル、メタクリル酸ヘキシルエステル、メタクリル酸ヘプチルエステ
ル、メタクリル酸オクチルエステル、メタクリル酸ノニルエステル、メタクリル酸デシル
エステル及びメタクリル酸‐２‐エチルヘキシルエステル、フマル酸ジメチルエステル又
はフマル酸‐ジ‐ｎ‐ブチルエステル及びマレイン酸ジメチルエステル又はマレイン酸‐
ジ‐ｎ‐ブチルエステル；ニトリル、α，β‐モノエチレン系不飽和カルボン酸、例えば
、アクリルニトリル、メタクリルニトリル、フマル酸ジニトリル、マレイン酸ジニトリル
及びＣ４～８共役ジエン、例えば、１，３‐ブタジエン（ブタジエン）及びイソプレンが
これに該当する。前記のモノマーは、通例、モノマーＭ２の全量に対して、≧５０質量％
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、有利に≧８０質量％及び殊に≧９０質量％になる主モノマーを形成する。全般に、この
モノマーは、水中で標準条件（２０℃、１atm（絶対））で、中庸～僅少な溶解性を有す
るだけである。
【００７７】
　前記の条件下に高められた水溶性を有するモノマーＭ２は、少なくとも１個の酸残基及
び／又はその相応する陰イオン又は少なくとも１個のアミノ基、アミド基、ウレイド基又
はＮ‐複素環基及び／又はその窒素でプロトン化又はアルキル化されたアンモニウム誘導
体を有するそれである。例えば、３～６個のＣ原子を有するα，β‐モノエチレン系不飽
和モノカルボン酸及びジカルボン酸及びそのアミド、例えば、アクリル酸、メタクリル酸
、マレイン酸、フマルＩＩＩ、イタコン酸、アクリルアミド及びメタクリルアミド；更に
ビニルスルホン酸、２‐アクリルアミド‐２‐メチルプロパンスルホン酸、スチロールス
ルホン酸及びその水溶性の塩及びＮ‐ビニルピロリドン、２‐ビニルピリジン、４‐ビニ
ルピリジン、２‐ビニルイミダゾール、２‐（Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ）エチルアクリレ
ート、２‐（Ｎ，Ｎ‐ジメチルアミノ）エチルメタクリレート、２‐（Ｎ，Ｎ‐ジエチル
アミノ）エチルアクリレート、２‐（Ｎ，Ｎ‐ジエチルアミノ）エチルメタクリレート、
２‐（Ｎ‐ｔ‐ブチルアミノ）エチルメタクリレート、Ｎ‐（３‐Ｎ’，Ｎ’‐ジメチル
アミノプロピル）メタクリルアミド、２‐（１‐イミダゾリン‐２‐オニル）エチルメタ
クリレート及びウレイドメタクリルアミドが挙げられる。前記の水溶性モノマーＭ２は、
通例、変性モノマーとして、モノマーＭ２の全量に対して、≦１０質量％、有利に≦５質
量％及び殊に有利に≦３質量％の量で含有されているだけである。
【００７８】
　通例、ポリマーマトリックスの被膜の内部強度を高めるモノマーＭ２は、通常少なくと
も１個のＮ‐メチロール基又はカルボニル基又は少なくとも２個の非共役エチレン系不飽
和二重結合を有する。この例は、２個のビニル基を有するモノマー、２個のビニルデン基
を有するモノマー及び２個のアルケニル基を有するモノマーである。この際、２価のアル
コールとα，β‐モノエチレン系不飽和モノカルボン酸とのジエステルが特に有利であり
、その内でアクリル酸及びメタクリル酸が有利である。この種類の２個の非共役エチレン
系不飽和二重結合を有するモノマーの例は、アルキレングリコールジアクリレート及びア
ルキレングリコールジメタクリレート、例えば、エチレングリコールジアクリレート、１
，２‐プロピレングリコールジアクリレート、１，３‐プロピレングリコールジアクリレ
ート、１，３‐ブチレングリコールジアクリレート、１，４‐ブチレングリコールジアク
リレート及びエチレングリコールジメタクリレート、１，２‐プロピレングリコールジメ
タクリレート、１，３‐プロピレングリコールジメタクリレート、１，３‐ブチレングリ
コールジメタクリレート、１，４‐ブチレングリコールジメタクリレート及びジビニルベ
ンゾール、ビニルメタクリレート、ビニルアクリレート、アリルメタクリレート、アリル
アクリレート、ジアリルマレエート、ジアリルフマレート、メチレンビスアクリルアミド
、シクロペンタジエニルアクリレート、トリアリルシアヌレート又はトリアリルイソシア
ヌレートである。この関連で、化合物、例えば、ジアセトンアクリルアミド及びアセチル
アセトキシエチルアクリレート又はアセチルアセトキシエチルメタクリレートも重要であ
る。前記の架橋結合モノマーＭ２は、各々モノマーＡ２の全量に対して、しばしば≦１０
～質量％の量で、有利に≦５質量％の量で及び殊に有利に≦３質量％の量で使用される。
しかし、この種類の架橋結合モノマーＭ２はしばしば使用されない。
【００７９】
　本発明により、場合によりモノマーＭ２の部分量又は全量を重合容器中に前以て入れて
おくことが可能である。しかし、重合反応の間に、モノマーＭ２の全量又は場合により残
留する残量を供給することも可能である。この際、モノマーＭ２の全量又は場合により残
留する残量を、反応容器に、不連続的に１回以上に分けて又は連続的に一定又は変化する
流量で供給することができる。モノマーＭ２の供給は、重合反応の間に、連続的に一定の
流量で、殊に水性モノマーエマルジョンの成分として行なうことが殊に有利である。
【００８０】
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　成分（ＩＩ）の水性分散液の製造のために、しばしば分散助剤を併用し、これは、モノ
マー小滴も、ラジカル重合開始重合によって得られるポリマー粒子も、水相中に分散させ
たままで保持し、そうして製造された水性ポリマー組成物の安定性を保証する。そのよう
なものとして、ラジカル水性乳化重合の実施のために通常使用される保護コロイドも、乳
化剤もこれに該当する。
【００８１】
　好適な保護コロイドは、例えば、ポリビニルアルコール、セルロース誘導体又はビニル
ピロリドンを含有する共重合体である。他の好適な保護コロイドの詳細な記載は、Houben
-Weyl, Methoden der organischen Chemie, Band XIV/1, Makromolekulare Stoffe, 411-
420頁, Georg-Thieme-Verlag, Stuttgart, 1961にある。
【００８２】
　乳化剤及び／又は保護コロイドを含む混合物を当然使用することもできる。しばしば分
散錠剤として、排他的に、その相対分子量が、保護コロイドに相違して、通例１０００以
下である乳化剤が使用される。これは、陰イオン性でも、陽イオン性でも又は非イオン性
であってもよい。界面活性物質の混合物を使用する場合には、当然、個々の成分は、互い
に相容性であるべきであり、このことは、疑わしい場合に、僅かな予備試験により検査す
ることができる。一般に、陰イオン性乳化剤は、相互に及び非イオン性乳化剤と相容性で
ある。同様のことが陽イオン性乳化剤にも当てはまるが、陰イオン性及び陽イオン性乳化
剤は、殆どの場合、互いに相容性ではない。
【００８３】
　慣用の乳化剤は、例えば、エトキシル化モノアルキルフェノール、ジアルキルフェノー
ル及びトリアルキルフェノール（ＥＯ度：３～５０、アルキル基：Ｃ４～Ｃ１２）、エト
キシル化脂肪アルコール（ＥＯ度：３～５０、アルキル基：Ｃ８～Ｃ３６）及びアルキル
スルフェート（アルキル基：Ｃ８～Ｃ１２）の、エトキシル化アルカノール（ＥＯ度：３
～３０、アルキル基：Ｃ１２～Ｃ１８）及びエトキシル化アルキルフェノール（ＥＯ度：
３～５０、アルキル基：Ｃ４～Ｃ１２）の硫酸半エステルの、アルキルスルホン酸（アル
キル基：Ｃ１２～Ｃ１８）の及びアルキルアリールスルホン酸（アルキル基：Ｃ９～Ｃ１

８）のアルカリ金属塩及びアンモニウム塩である。他の好適な乳化剤は、Houben-Weyl, M
ethoden der organischen Chemie, Band XIV/1, Makromolekulare Stoffe, 192-208頁, G
eorg-Thieme-Verlag, Stuttgart, 1961にある。
【００８４】
　本発明による方法には、非イオン性及び／又は陰イオン性乳化剤を使用することが有利
である。
【００８５】
　使用される分散助剤、殊に乳化剤の量は、各々モノマー混合物の全量に対して、通例０
．１～５質量％、有利に１～３質量％である。
【００８６】
　本発明により、場合により分散助剤の部分量又は全量を重合容器中に前以て入れておく
ことが可能である。しかし分散助剤の全量又は場合により残留する残量を重合反応の間に
供給することも可能である。この際、分散助剤の全量又は場合により残留する残量を重合
容器に不連続的に１回以上に分けて又は連続的に一定又は変化する流量で添加することが
できる。分散助剤の供給は、重合反応の間に、連続的に一定の流量で、殊に水性モノマー
エマルジョンの成分として行なうことが殊に有利である。
【００８７】
　有利なポリマーＭは、ａ）少なくとも１個のエポキシド基及び／又は少なくとも１個の
ヒドロキシアルキル基を有する少なくとも１種のエチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ
１）０．０１～５０質量％及びｂ）モノマーＭ１とは異なっている少なくとももう１種の
エチレン系不飽和モノマー（モノマーＭ２）５０～９９．９９質量％を含有する。
【００８８】
　特に有利なこの種類のポリマーＭは、Ｃ１～８アルコール（有利にメタノール、ｎ‐ブ
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タノール、２‐エチルヘキサノール）とのアクリル酸エステル及び／又はメタクリル酸エ
ステル１０～３０質量％、有利に１５～２２質量％の、スチロール４０～７０質量％、有
利に５５～６５質量％との、及び２‐ヒドロキシエチルアクリレート及び／又は２‐ヒド
ロキシエチルメタクリレート及び／又はグリシジルアクリレート及び／又はグリシジルメ
タクリレート５～５０質量％、有利に２０～３０質量％のラジカル重合開始溶液重合によ
って得られ、この際、成分の合計は１００質量％である。
【００８９】
　他の有利なポリマーＭは、モノマーＭ１を含有せず、かつＣ１～８アルコール（有利に
メタノール、ｎ‐ブタノール、２‐エチルヘキサノール）とのアクリル酸エステル及び／
又はメタクリル酸エステル８０～９９質量％、有利に８５～９５質量％の、ウレイドメタ
クリレート０～５質量％、有利に１～３質量％との、及び３～６個のＣ原子を有するα，
β‐モノエチレン系不飽和モノカルボン酸及びジカルボン酸（有利にアクリル酸、メタク
リル酸）及び／又はこれらの酸のアミド０．５～５質量％、有利に１～４質量％のラジカ
ル重合開始溶液重合によって得られ、この際、成分の合計は１００質量％である。
【００９０】
　この種類のポリマーは、有利にコア／シェル構造（相の等方性分配、例えば、タマネギ
皮状）又はヤヌス（Janus）構造（相の異方性分配）を有する。
【００９１】
　モノマーＭ１及びＭ２の種類及び量の照準的変化によって、当業者には本発明により、
そのポリマーＭがガラス転移温度Ｔｇ又は融点を－６０～２７０℃の範囲で有する、水性
ポリマー組成物を製造することが可能である。
【００９２】
　ポリマーＭのガラス転移温度が１０℃～１２０℃の範囲及び有利に３０℃～９０℃の範
囲で有することが有利である。
【００９３】
　G. Kanigによれば、ガラス転移温度Ｔｇとは、分子量が増えるにつれて、それに向かう
ガラス転移温度の極限値を意味すると考えられる（Kolloid-Zeitschrift & Zeitschrift 
fuer Polymere, Bd. 190, S. 1, Gleichung 1）。ガラス転移温度又は融点は、DSC法によ
り調べられる（Differential Scanning Calorimetry, 20K/min, midpoint-Messung, DIN 
53765）。
【００９４】
　大抵のモノマーのホモ重合体のＴｇ値は公知であり、例えば、Ullmann's Encyclopedia
 of Industrial Chemistry, Bd. 5, Vol. A21, 169頁, VCH Weinheim,1992 に記載されて
いる；ホモ重合体のガラス転移温度に関する他の文献は、例えば、J. Brandrup, E. H. I
mmergut, Polymer Handbook, 1st Ed., J. Wiley, New York 1966, 2nd Ed. J. Wiley, N
ew York 1975, 及び3rd Ed. J. Wiley, New York 1989）である。
【００９５】
　本発明による成分（Ｉ）及び（ＩＩ）は、各々の水性成分（Ｉ）又は（ＩＩ）に対して
、通例≧１０及び≦７０質量％、しばしば≧２０及び≦６５質量％及び頻繁に≧４０及び
≦６０質量％のポリマー固体含量（ポリマーＡの全量又はポリマーＭの全量）を有する。
【００９６】
　準弾性光散乱（ISO-Norm 13321）により測定した、水性成分（ＩＩ）中のポリマーＭの
数平均粒径（累積ｚ平均）は、通例１０～２０００ｎｍ、しばしば２０～１０００ｎｍ及
び頻繁に５０～７００ｎｍ又は８０～４００ｎｍである。
【００９７】
　ポリマーＡ：ポリマーＭの質量比は、１：１０～１０：１の範囲、有利に３：１～１：
３の範囲、特に有利に３：２～２：３の範囲にある。質量表示は、各々、純粋な非希釈物
質、又は固体に関連する。
【００９８】
　結合剤（ｂ）のｐＨ値は、０～４の範囲、有利に１．５～３の範囲にある。結合剤Ｂの
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所望のｐＨ値は、通例、成分（Ｉ）及び（ＩＩ）及び場合により成分（ＩＩＩ）の組合せ
によって生じる。
【００９９】
　しかし、作用の場での結合剤（ｂ）のｐＨ値は、通例、無機又は有機酸、例えば、鉱酸
、例えば、硫酸、塩酸、有機スルホン酸、カルボン酸、例えば、蟻酸又は酢酸又は無機又
は有機塩基、例えば、水酸化ナトリウム（水性又は物質のままで）、酸化カルシウム又は
炭酸カルシウム（各々水性又は物質のままで）又はアンモニアの、水性又は物質としての
添加により０～４の範囲、有利に１．５～３の範囲の所望値に調整され得る。
【０１００】
　一般に、前記のｐＨ値範囲を有する既製の混合結合剤（ｂ）を使用することができる。
しかし、所望のｐＨ値（前記したような）は、結合剤（ｂ）の個々の成分及び前記の酸又
は塩基を、別々にリグノセルロース含有の基体上に施すことによって調整することもでき
る。当業者は、結合剤（ｂ）の成分のｐＨ値及び添加される酸又は塩基の選択によって、
これを、所望のｐＨ値がリグノセルロース含有の基体上に生じるように組み合わせること
ができる。
【０１０１】
　成分（ＩＩＩ）としての添加剤の概念とは、当業者に公知の全ての添加剤、例えば、蝋
、パラフィンエマルジョン、防炎添加剤、湿潤剤、塩、しかし同様に無機又は有機酸及び
塩基、例えば、鉱酸、例えば、硫酸、硝酸、有機スルホン酸、カルボン酸、例えば、蟻酸
又は酢酸又は無機又は有機塩基、例えば、水酸化ナトリウム（水性又は物質のままで）、
酸化カルシウム又は炭酸カルシウム（各々水性又は物質のままで）又はアンモニアが、水
性又は物質として解される。これらの添加剤は、リグノセルロース含有粒子の乾燥物質、
例えば、絶対乾燥（atro）木材に対して、０～２０質量％、有利に０～５質量％、殊に０
～１質量％の量で添加され得る。
【０１０２】
　リグノセルロース含有粒子、有利に木材粒子、特に有利に木材チップ又は繊維は、通例
、結合剤（ａ）又は（ｂ）との接触によって接着される。このような、いわゆる接着（Be
leimungs）法は、通常のアミノプラスト樹脂を用いて、慣用の木質材料を製造するために
公知であり、例えば、"Taschenbuch der Spanplatten Technik" H. -J. Deppe, K. Ernst
, 4. Aufl., 2000, DRW-Verlag Weinbrenner GmbH & Co., Leinfelden-Echterdingen, Ka
pitel 3.3に記載されている。
【０１０３】
　結合剤（ａ）又は（ｂ）は、様々な方法で、リグノセルロース含有粒子、有利に木材粒
子、特に有利に木材チップ又は繊維と、有利にリグノセルロース含有粒子上への（ａ）又
は（ｂ）の噴霧によって接触され得る。
【０１０４】
　接着の際に、通例、結合剤（ａ）又は（ｂ）は、リグノセルロース含有粒子の乾燥質量
、例えば、絶対乾燥（atro）木材に対して、純粋の非希釈結合剤に対して、結合剤０．１
～５０質量％、有利に０．１～３０質量％、特に有利に０．５～１５質量％及び殊に３～
１０質量％が使用されるような量で装入される。
【０１０５】
　結合剤（ａ）が、前記のようなホルムアルデヒド樹脂を含有する場合には、結合剤（ｂ
）はホルムアルデヒド捕捉体を含有する。
【０１０６】
　これに関しては、通例、ホルムアルデヒドと化学的に反応する、要するにホルムアルデ
ヒドを化学的に、通例、実際に不可逆的に抑制する遊離電子対を有する化学物質が意味さ
れる。このような遊離電子対は、例えば、次の有機又は無機化合物の官能基にある：一級
、二級及び三級アミノ基、ヒドロキシル基、スルフィット基、アミド、イミド。
【０１０７】
　好適なホルムアルデヒド捕捉体は、例えば、次のものである：アンモニア、尿素、メラ



(17) JP 2012-502819 A 2012.2.2

10

20

30

40

50

ミン、有機Ｃ１～Ｃ１０アミン、少なくとも１個のアミノ基を有するポリマー、例えば、
ポリアミン、ポリイミン、ポリ尿素、ポリリシン、ポリビニルアミン、ポリエチレンイミ
ン。
【０１０８】
　結合剤（ｂ）中のホルムアルデヒド捕捉体の割合は、リグノセルロース含有粒子の乾燥
質量、例えば、絶対乾燥（atro）木材及び純粋な非希釈ホルムアルデヒド捕捉体に対して
、０．１～１０質量％、有利に０．５～７質量％の範囲にある。
【０１０９】
　多層リグノセルロース含有成形体は、規則的又は不規則的立体形を取り得る。所望の形
態として、次のものが例として重要である：全ての規則的成形体、例えば、球状物、筒状
物、直方体、平面体；全ての不規則な形態、例えば、不規則な空洞体、装飾体。
【０１１０】
　有利な所望の形態は平面状であり、ボードの形が特に有利である。
【０１１１】
　他の有利な多層リグノセルロース含有成形体は、リグノセルロース含有粒子として、木
材粒子９０質量％以上を含有する。
【０１１２】
　他の有利な多層リグノセルロース含有成形体は、リグノセルロース含有粒子として、木
材繊維又は木材チップ９０質量％以上を含有する。
【０１１３】
　多層リグノセルロース含有成形体の平均密度は、通例３００ｋｇ／ｍ３～９５０ｋｇ／
ｍ３の範囲、有利に４５０ｋｇ／ｍ３～８５０ｋｇ／ｍ３の範囲にある。
【０１１４】
　本発明による多層リグノセルロース含有成形体は、リグノセルロース含有粒子及び結合
剤（ａ）を含有する１層以上の中間層Ａ）及びリグノセルロース含有粒子及び結合剤（ｂ
）を含有する１被覆層又は２被覆層Ｂ）を有する。
【０１１５】
　本発明の意における１層以上の中間層は、外層ではない全ての層である。
【０１１６】
　この際、本発明による多層リグノセルロース含有成形体の１層以上の外層は、１層以上
の被覆層とも称される。
【０１１７】
　有利な本発明による多層リグノセルロース含有成形体は、リグノセルロース含有粒子と
して木材粒子、特に有利に木材チップ又は木材繊維を含有する、平面状、有利にボード形
であり、かつ３層を有する：中間層Ａ）及びその上側及び下側上に各々１層の被覆層Ｂ）
。
【０１１８】
　多層リグノセルロース含有成形体、例えば、前記の３層のリグノセルロース含有成形体
を製造するために、有利に次の結合剤を各層に使用する：
　好適な１実施態様で、結合剤（ｂ）は、低分子架橋結合剤（ｉｉ）を含有しないが、例
えば、次の変法１、変法２及び変法３に記載された、成分（ＩＩ）を含有する。
【０１１９】
　変法１：
　１層以上の中間層Ａ）のために、結合剤（ａ）は、成分（ａ１）、有利にアミノプラス
ト樹脂、特に有利にＵＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂だけを含有する。
【０１２０】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤（
ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始溶
液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は、
他の架橋結合剤成分を含有しない。結合剤（ｂ）の成分（ＩＩ）は、スチロール５０～６
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５質量％及びメチルメタクリレート５～１５質量％、ｎ‐ブチルアクリレート５～１５質
量％、ヒドロキシエチルアクリレート１０～３０質量％及びグリシジルメタクリレート２
～２０質量％の水中ラジカル重合開始乳化重合によって得られる、本発明によるポリマー
Ｍの水性分散液であり、この際、モノマーの合計は１００質量％である。
【０１２１】
　結合剤（ｂ）は、更に、例えば、前記に定義したホルムアルデヒド捕捉体を、そこで定
義した量で含有する。
【０１２２】
　変法２：
　１層以上の中間層Ａ）のために、結合剤（ａ）は、成分（ａ１）、有利にアミノプラス
ト、特に有利にＵＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂、及び成分（ａ２）、有利にPMDIを、組合
せ（ａ１）及び（ａ２）について前記で定義した量で含有する。
【０１２３】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤（
ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始溶
液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は、
他の架橋結合成分を含有しない。結合剤（ｂ）の成分（ＩＩ）は、スチロール５０～６５
質量％及びメチルメタクリレート５～１５質量％、ｎ‐ブチルアクリレート５～１５質量
％、ヒドロキシエチルアクリレート１０～３０質量％及びグリシジルメタクリレート２～
２０質量％の水中ラジカル重合開始乳化重合によって得られる、本発明によるポリマーＭ
の水性分散液であり、この際、モノマーの合計は１００質量％である。
【０１２４】
　結合剤（ｂ）は、更に、例えば、前記で定義したようなホルムアルデヒド捕捉体を、そ
こで定義した量で含有する。
【０１２５】
　変法３：
　１層以上の中間層Ａ）のために、結合剤（ａ）は、成分（ａ２）、有利にPMDIだけを含
有する。
【０１２６】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）について、結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤
（ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始
溶液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は
、他の架橋結合剤成分を含有しない。結合剤（ｂ）の成分（ＩＩ）は、スチロール５０～
６５質量％及びメチルメタクリレート５～１５質量％、ｎ‐ブチルアクリレート５～１５
質量％、ヒドロキシエチルアクリレート１０～３０質量％及びグリシジルメタクリレート
２～２０質量％の水中ラジカル重合開始乳化重合によって得られる、本発明によるポリマ
ーＭの水性分散液であり、この際、モノマーの合計は１００質量％である。
【０１２７】
　もう１つの好適な実施態様では、結合剤（ｂ）は、例えば、次の変法４及び変法５に記
載したように、低分子架橋結合剤（ｉｉ）を含有し、かつ成分（ＩＩ）を含有しない。
【０１２８】
　変法４：
　１層以上の中間層Ａ）のために、結合剤（ａ）は、成分（ａ１）、有利にアミノプラス
ト樹脂、特に有利にＵＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂だけを含有する。
【０１２９】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤（
ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始溶
液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は、
有利に１架橋結合剤分子当たり２個以上の官能基を有する架橋結合成分（ｉｉ）、特に有
利にトリエタノールアミンを付加的に含有する。



(19) JP 2012-502819 A 2012.2.2

10

20

30

40

50

【０１３０】
　結合剤（ｂ）は、更に、前記で定義されたホルムアルデヒド捕捉体を、そこで定義した
ような量で含有する。
【０１３１】
　変法５：
　１層以上の中間層Ａ）について、結合剤（ａ）は、成分（ａ２）、有利にPMDIだけを含
有する。
【０１３２】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤（
ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始溶
液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は、
有利に１架橋結合剤分子当たり２個以上の官能基を有する架橋結合成分（ｉｉ）、特に有
利にトリエタノールアミンを付加的に含有する。
【０１３３】
　もう１つの好適な実施態様では、結合剤（ｂ）は、低分子架橋結合剤（ｉｉ）も、成分
（ＩＩ）も、例えば、次に変法６で記載されるように含有する。
【０１３４】
　変法６：
　１層以上の中間層Ａ）のために、結合剤（ａ）は、成分（ａ１）、有利にアミノプラス
ト樹脂、特に有利にＵＦ樹脂及び／又はＭＵＦ樹脂及び／又は成分（ａ２）、有利にPMDI
を、組合せ（ａ１）及び（ａ２）について前記で定義した量で含有する。
【０１３５】
　１被覆層Ｂ）又は２被覆層Ｂ）のために結合剤（ｂ）が使用される；例えば、結合剤（
ｂ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重合開始溶
液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの水溶液を含有する。成分（Ｉ）は、
有利に１架橋結合剤分子当たり２個以上の官能基を有する架橋結合成分（ｉｉ）、特に有
利にトリエタノールアミンを付加的に含有する。結合剤（ｂ）の成分（ＩＩ）は、スチロ
ール５０～６５質量％及びメチルメタクリレート５～１５質量％、ｎ‐ブチルアクリレー
ト５～１５質量％、ヒドロキシエチルアクリレート１０～３０質量％及びグリシジルメタ
クリレート２～２０質量％の水中ラジカル重合開始乳化重合によって得られる、本発明に
よるポリマーＭの水性分散液であり、この際、モノマーの合計は１００質量％である。
【０１３６】
　結合剤（ｂ）は、更に、前記で定義されたホルムアルデヒド捕捉体を、そこで定義した
ような量で含有する。
【０１３７】
　本発明による多層リグノセルロース含有成形体、有利にボード状の成形体の厚さは、使
用範囲で変化し、通例、０．５～３００ｍｍの範囲、有利に２０～２００ｍｍの範囲、殊
に１２～１００ｍｍである。
【０１３８】
　本発明による多層リグノセルロース含有成形体、有利にボード状の成形体の層厚比は可
変性である。被覆層とも称される外層Ａ）は、それ自体又は合計しても、１層以上の中間
層Ｂ）よりも薄い。
【０１３９】
　個々の被覆層の質量は、通例、本発明による多層リグノセルロース含有成形体の全質量
の５～３０質量％の範囲、有利に１０～２５質量％の範囲にある。
【０１４０】
　有利な本発明による多層リグノセルロース含有成形体、有利にボード状の成形体におい
て、１層以上の中間層Ｂ）の厚さは、本発明による多層リグノセルロース含有成形体、有
利にボード状の成形体に対して、２０％～９９％、有利に５０％～９９％、特に有利に６
０％～９９％の範囲にある。
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【０１４１】
　本発明による多層リグノセルロース含有成形体中の各リグノセルロース含有粒子が、有
利に木材粒子、特に有利に木材チップ又は繊維である、その本発明による多層リグノセル
ロース含有成形体の製造は、常法で、例えば、"Taschenbuch der Spanplatten Technik" 
H. -J. Depe, K. Ernst, 4. Aufl., 2000, DRW-Verlag Weinbrenner GmbH & Co., Leinfe
lden-Echterdingen, Kapitel 3.5 に記載されているように行なわれる。
【０１４２】
　１層以上の中間層Ａ）及び１層以上の被覆層Ｂ）のために、通常、先ずリグノセルロー
ス含有粒子、有利に木材を、例えば、繊維、チップ、ベニヤ又はストランドの形で、前記
したように、各々の結合剤（ａ）（１層以上の中間層Ａ）のために）又は（ｂ）（１層以
上の被覆層Ｂ）のために）と接触させる（"接着（beleimt）"とも称される）。
【０１４３】
　次いで、そのように接着されたリグノセルロース含有粒子、有利に木材を、例えば、繊
維、チップ、ベニヤ又はストランドの形で、製造すべき多層リグノセルロース含有成形体
の所望の配列順序により、相互に積層させ、かつ常法により、高められた温度で圧縮させ
、有利にその中でリグノセルロース含有粒子が、例えば、繊維、チップ、ベニヤ又はスト
ランドの形の木材である多層リグノセルロース含有成形体を得る。
【０１４４】
　そのために、通例、そうして接着されたリグノセルロース含有粒子（有利に木材、特に
有利にチップ又は繊維の形の木材）を担体上に散布することによって、繊維マット／チッ
プマットを製造し、これを、通例８０℃～２５０℃の温度及び５～５０バールの圧力で、
本発明による多層リグノセルロース含有成形体に圧縮する（例えば、次を参照："Taschen
buch der Spanplatten Technik" H. -J. Depe, K. Ernst, 4. Aufl., 2000, DRW-Verlag 
Weinbrenner GmbH & Co., Leinfelden-Echterdingen, 232-254頁, "MDF-Mitteldichte Fa
serplatten" H. -J. Depe, K. Ernst, 1996, DRW-Verlag Weinbrenner GmbH & Co., Lein
felden-Echterdingen,93-104頁）。
【０１４５】
　ボード製造のために必要な圧縮時間は、"ボード厚１ｍｍ当たりの秒間"又はｓ／ｍｍで
表示される（しばしば圧縮時間因子としても表示される）。本発明による多層リグノセル
ロース含有成形体のために、通例、例えば、それが速硬ホルムアルデヒド樹脂について公
知であるような圧縮時間因子が必要とされる：Siempelkampの実験室用プレス（規模５２
０＊５２０＊ｍｍ２）を用いて、通例、アミノプラスト含有バインダーだけで製造される
ボードのためと同様に、本発明による成形体のために、８～１０ｓ／ｍｍの圧縮時間因子
が必要とされる； ホルムアルデヒドを含まない結合剤、例えば、BASF SE社の製品パレッ
トAcrodur（登録商標）の製品で製造された成形体は、２５ｓ／ｍｍ以上の圧縮時間因子
を必要とする。
【０１４６】
　特に有利な本発明による多層リグノセルロース含有成形体として、木材細片から製造さ
れる全ての、例えば、ベニヤ板又は合板又は木材チップから製造される多層リグノセルロ
ース含有成形体、例えば、パーティクルボード又はＯＳＢボード、及び多層の木材繊維材
料、例えば、ＬＤＦボード、ＭＤＦボード及びＨＤＦボードがこれに該当する。
【０１４７】
　本発明による方法により、有利に、ホルムアルデヒドを含まない結合剤を含有する木質
材料が製造される。多層のＯＳＢボード、木材繊維ボード及びパーティクルボードが有利
である。
【０１４８】
　更に、本発明は、家具の、包装材料の、建築において、乾燥壁構築において又は内装に
おいて、例えば、積層、絶縁材、壁材又は屋根材として、又は同様に自動車両において製
造するための、本発明による多層リグノセルロース含有成形体、有利に本発明による多層
の木質含有成形体の使用に関する。
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【０１４９】
　本発明による多層リグノセルロース含有成形体は、非本発明の、全層中にホルムアルデ
ヒド樹脂を含有する多層リグノセルロース含有成形体と比較して、ホルムアルデヒドの放
出が強く減少される又は実際にホルムアルデヒドの放出がないことを示す。
【０１５０】
　ホルムアルデヒド放出は、例えば、次の方法で木質材料の試験法により測定された（Bu
ndesgegesetzblatt 10/91, S. 488/489）：CEN prEN 717-1("デシケーター"); DIN EN 12
0("パーホレーター値"); DIN 52368(CEN prEN 717-2;ガス分析又は立方メートル室内値（
Kubikmeterkammerwert）に相応する）。
【０１５１】
　更に、本発明による多層リグノセルロース含有成形体は、非本発明の全層中にホルムア
ルデヒド樹脂を含有する多層リグノセルロース含有成形体と同様に比較して、被覆層につ
いて高められた引剥強度を示す。
【０１５２】
　例
　１．成分（Ｉ）及び（ＩＩ）
　成分（Ｉ）は、アクリル酸７０質量％及び無水マレイン酸３０質量％の水中ラジカル重
合開始溶液重合によって得られる、本発明によるポリマーＡの商慣習の水溶液であった。
成分（Ｉ）は、他の架橋結合剤成分、例えば、多アルカノールアミン、例えば、トリエタ
ノールアミンを含有しなかった。質量平均分子量Ｍｗは、８００００ｇ／モルであった。
固体含量は４５質量％であった。
【０１５３】
　成分（ＩＩ）は、スチロール５９質量％及びメチルメタクリレート１２質量％、ｎ‐ブ
チルアクリレート５質量％、ヒドロキシエチルアクリレート１６質量％及びグリシジルメ
タクリレート８質量％の水中ラジカル重合開始乳化重合によって得られる、本発明による
ポリマーＭの商慣習の水性分散液であった。粒度は平均１４０ｎｍであった。ｐＨ値は１
．９であった。固体含量は４６質量％であった。
【０１５４】
　２．使用される結合剤組成物のリスト
ＢＭ１：１．に記載した成分（Ｉ）及び（ＩＩ）１：１混合で（各々の固体含量に対して
）
ＢＭ２：atro ＵＦ接着剤（この場合、BASF SEのKAURIT（登録商標）KL 347）９％
プラス硝酸アンモニウム硬化剤４質量％（接着剤の固体含量に対して）。
ＢＭ３：atro ＵＦ接着剤（この場合、BASF SEのKAURIT（登録商標）KL 347）９％
プラス硝酸アンモニウム硬化剤１質量％（接着剤の固体含量に対して）。
ＢＭ４：１．に記載した成分（Ｉ）、しかし、架橋結合剤（ｉｉ）として、トリエタノー
ルアミン（（Ｉ）１００部に対して３０部）を含有する。
ＢＭ５：Lupranat（登録商標）M20 FB、BASF SEのイソシアネートをベースとする結合剤
。
ＢＭ６：ＢＭ１１００質量部及びトリエタノールアミン１０質量部を含む混合物。
【０１５５】
　３．測定法及び測定結果
　ホルムアルデヒド放出の測定は、次の方法で木質材料の試験法により行なわれた（Bund
esgegesetzblatt 10/91, S. 488/489）：CEN prEN 717-1("デシケーター"); DIN EN 120
（"パーホレーター"）; DIN 52368（CEN prEN 717-2;ガス分析又は立方メートル室内値に
相応する）。
【０１５６】
　そうして製造された成形体の試験法は、次の通りである：
　引剥強度（ＡＦ）：ＥＮ３１１；屈曲強度（ＢＦ）ＥＮ３１０；横引張強度（ＱＺ）Ｅ
Ｎ３１９；総密度（Rohdichte）ＥＮ３２３；含水量ＥＮ３２２；膨潤厚（Ｄ２４ｈ）Ｅ
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Ｎ３１７。
【０１５７】
　例中の量表示は、しばしば"％ atro"として表示される：その場合、この表示は、質量
％として常に木材中の固体の量に関係する（atro＝絶対乾燥、又は英語でO. D.＝oven dr
y）。この際、使用される木材は常に１００％ atroに相応する。（Deppe及びErnst 2000,
 S. 32も参照）。
【０１５８】
　この結果を表２に総括する。
【０１５９】
　４．多層リグノセルロース含有成形体の製造及び試験
　４．１　製造
　表１に挙げた量のトウヒチップ（２０℃で、気湿６５％を調湿する）を、相応する量の
水性結合剤（表１、結合剤の固体含量欄参照；atro木材に対する結合剤の固体量が挙げら
れている）とLoedige混合機中で接着させ、湿度を測定する。引き続き、中間層及び被覆
層のためのマットが散布され、かつ２００℃で、圧縮時間因子１０ｓ／ボード厚ｍｍで圧
縮させる。
【０１６０】
　実験で製造した３層のリグノセルロース含有成形体を、３．に挙げた特性について、そ
こに挙げた方法で試験した。
【０１６１】
　この試験結果を、表２に挙げる。
【０１６２】
　実験及び結果は、本発明による多層リグノセルロース含有成形体が、測定法により、１
０倍まで（立方メートル室内値法（Kubikmeterkammerwert-Methode）；家具使用のための
最終生成物に最も近い）減少されたホルムアルデヒド放出を有することを示す（例えば、
列Ａ参照）。
【０１６３】
　列Ａは、本発明によるボードと慣用の対照ボード（ＵＦ樹脂を有する被覆層及び中間層
）との直接比較を示す。機械的特性は比較可能である；本発明によるボード１の引剥強度
（欄♯）は、対照ボードのそれよりも当然高い。本発明によるボード１のホルムアルデヒ
ド放出は、明らかに減少している。
【０１６４】
　列Ｂは、被覆層中の結合剤の型によるホルムアルデヒド放出の依存性（ボード１、４及
び５）、及び被覆層中の尿素量の影響（ボード１、２及び３）を示す。明らかに被覆層中
の尿素は、驚異的により良好な引剥強度を生じさせる（中間層上の被覆層の付着）。
【０１６５】
　既に列Ａ及びＢに示された２つの効果、つまりホルムアルデヒド低減及び引剥強度の改
善が、列Ｃにおいて、ここで相応する立方メートル室内値でもう１度確認され（列Ｃ、ボ
ード１～３参照）、この際、列Ｂ中のボード４と列Ｃ中のボード４との比較は、同様に、
尿素が驚異的により良好な引剥強度を生じさせることを示す。
【０１６６】
　列Ｄは、前記の列とは別の、つまりホルムアルデヒドを含まない中間層結合剤を使用す
る（有利な変法５参照）。ボード１の製造の際に、被覆層表面（ボード表面）及びプレス
板の間に分離剤は必要とされず、この分離剤は、それとは別に、イソシアネート含有結合
剤の場合では、プレス板上の粘着を妨げる。
【０１６７】
　列Ｅは、この発明で被覆層中に使用されるホルムアルデヒドを含有しない結合剤だけで
は、パーティクルボードを低い圧縮時間因子で製造することは不可能であることを示す。
本発明による圧縮時間因子に比較して、２倍ほどに高い圧縮時間因子で初めて（２５ｓ／
ｍｍから）安定したボードが得られる。
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【０１６８】
【表１】

【０１６９】
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【表２】

【０１７０】
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【表３】

【０１７１】
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